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平成21年３月期　第１四半期決算短信（非連結）　　　　　
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１．平成21年３月期第１四半期の業績（平成20年４月１日～平成20年６月30日）

（％表示は対前年同四半期増減率）
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潜在株式調整後１株当たり
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(1)　経営成績（累計）
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３．平成21年３月期の業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

第２
四半期末

20年３月期
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-

第１
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（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無　：　無
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－　１　－



㈱大阪証券取引所 (8697)　平成21年３月期　第1四半期決算短信(非連結）

①期末発行済株式数                                 21年３月期第１四半期　　270,000株 20年３月期             　　  270,000株

②期末自己株式数　                                  21年３月期第１四半期          　 -株 20年３月期                       　   -株

③期中平均株式数（四半期累計期間）          21年３月期第１四半期　　270,000株 20年３月期第１四半期　　270,000株

平成21年３月期の業績予想の見直しは、行っておりません。

４．その他

①会計基準等の改正に伴う変更　　　　　　：　有　

②①以外の変更　　　　　　：　無

　（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】　　４.その他をご覧ください。

(3)発行済株式数(普通株式)

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用　　　　　　：　有　

　（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】　　４.その他をご覧ください。

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等

の変更に記載されるもの）

３．業績予想に関する定性的情報

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

【定性的情報・財務諸表等】

１．経営成績に関する定性的情報

２．財政状態に関する定性的情報

　当第１四半期におきましては、総資産279,689百万円となり、平成20年３月期に比して81,396百万円減少いたしました。これは取引証拠金特定

資産78,963百万円の減少等によるものです。また、純資産は40,525百万円となり平成20年３月期に比して119百万円増加いたしました。これは、

平成20年３月期に係る配当1,350百万円があったこと、当第１四半期純利益1,407百万円を計上したことによるものです。

　これにより自己資本比率は、平成20年３月期に比して3.3ポイント増加の14.5％となりました。

当資料に記載の業績予想は、現在入手している情報による判断及び仮定に基づいた予想であり、リスクや不確実性を含んでいます。

実際の業績は、今後様々な要因により、これら業績予想とは大きく異なる結果となる可能性があります。

当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成19年３月14日　企業会計基準12号)及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成19年３月14日　企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。

また、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。

　当第１四半期における営業収益は、上場賦課金が前年同四半期比118百万円減の273百万円となった一方、参加者（当社の開設する市場に

おける取引資格・清算資格を持った証券会社）から受け取る参加者料金が前年同四半期比281百万円増の2,815百万円、機器・情報提供料が

前年同四半期比109百万円増の1,251百万円となったこと等から、前年同四半期比322百万円増の、4,434百万円となりました。

　この結果、減価償却費が前年同四半期比176百万円増加したこと等により、販売費及び一般管理費が前年同四半期比243百万円増加したも

のの、営業利益は、前年同四半期比78百万円増の1,891百万円となりました。また、経常利益は、受取利息の増加等により、前年同四半期比

228百万円増の2,316百万円となり、当四半期純利益は、前年同四半期比169百万円増の1,407百万円となりました。

　なお、平成20年４月22日公表の業績予想（通期）に対する進捗率は、営業収益が24.0％、営業利益が23.6％、経常利益が24.1％、当期純利益

が24.7％となっております。

　　平成20年３月期の四半期財務諸表は、改正後の「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。）に準じて作成しておりますが、経営成績に関する定性的情報は便宜上それらと比較したものを記載しております。
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㈱大阪証券取引所 (8697)　平成21年３月期　第1四半期決算短信(非連結）

（１）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（２）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

　当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成19年３月14日　企業会計基準12号)及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成19年３月14日　企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。

また、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。

４．その他

一般債権の貸倒見積額の算定方法

　当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

税金費用の計算

　当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算する方法を採用しております。
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㈱大阪証券取引所（8697）平成21年３月期　第1四半期決算短信(非連結)

【四半期財務諸表】
　　【四半期貸借対照表】

当第１四半期会計期間末
(平成20年6月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 17,892 21,105
　　営業未収入金 1,842 1,806
　　有価証券 6,511 5,013
　　前払費用 173 108
　　取引証拠金特定資産 ※２ 219,077 298,040
　　清算預託金特定資産 ※２ 14,732 15,043
　　繰延税金資産 308 308
　　その他 564 361
　　貸倒引当金 △ 1 △ 1

　　流動資産合計 261,101 341,787
　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物 1,150 1,171
　　　構築物 10 11
　　　情報システム機器 1,819 1,971
　　　工具、器具及び備品 135 141
　　　土地 96 96
　　　建設仮勘定 3 12
　　　有形固定資産合計 ※１ 3,217 3,403
　　無形固定資産

　　　ソフトウェア 8,459 8,563
　　　ソフトウェア仮勘定 250 185
　　　その他 12 11
　　　無形固定資産合計 8,722 8,761
　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 4,997 5,392
　　　従業員に対する長期貸付金 44 44
　　　関係会社長期貸付金 － 574
　　　長期前払費用 73 62
　　　差入保証金 186 187
　　　信認金特定資産 ※２ 299 305
　　　繰延税金資産 547 589
　　　その他 665 695
　　　貸倒引当金 △ 165 △ 720
　　投資その他の資産合計 6,648 7,132
　　固定資産合計 18,588 19,297
　資産合計 279,689 361,085
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㈱大阪証券取引所（8697）平成21年３月期　第1四半期決算短信(非連結)

当第１四半期会計期間末
(平成20年6月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

負債の部

　流動負債

　　未払金 481 729
　　未払費用 628 616
　　未払法人税等 1,029 3,013
　　未払消費税等 133 208
　　預り金 154 85
　　取引証拠金 219,077 298,040
　　清算預託金 14,732 15,043
　　賞与引当金 31 139
　　役員賞与引当金 14 42
　　その他 54 9
　　流動負債合計 236,335 317,928
　固定負債

　　長期借入金 2 2
　　長期預り金 528 535
　　信認金 299 305
　　退職給付引当金 1,828 1,826
　　その他 169 80
　　固定負債合計 2,827 2,750
　負債合計 239,163 320,678
純資産の部

　株主資本

　　資本金 4,723 4,723
　　資本剰余金

　　　資本準備金 4,825 4,825
　　　資本剰余金合計 4,825 4,825
　　利益剰余金

　　　利益準備金 322 322
　　　その他利益剰余金

　　　　違約損失準備金 2,569 2,569
　　　　先物取引等違約損失準備金 7,011 7,011
　　　　別途積立金 5,302 5,302
　　　　繰越利益剰余金 15,638 15,580
　　　利益剰余金合計 30,844 30,786
　　株主資本合計 40,392 40,335
　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 132 71
　　評価・換算差額等合計 132 71
　純資産合計 40,525 40,406
負債純資産合計 279,689 361,085
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㈱大阪証券取引所（8697）平成21年３月期　第1四半期決算短信(非連結)

【四半期損益計算書】
当第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
 至平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

　営業収益

　　参加者料金 2,815
　　上場賦課金 273
　　機器・情報提供料 1,251
　　その他 95
　　営業収益合計 4,434
　販売費及び一般管理費 ※１ 2,543
　営業利益 1,891
　営業外収益

　　受取利息 371
　　受取配当金 43
　　その他 14
　　営業外収益合計 428
　営業外費用

　　支払利息 2
　　その他 0
　　営業外費用合計 3
　経常利益 2,316
　特別利益

　　貸倒引当金戻入額 56
　　特別利益合計 56
　税引前四半期純利益 2,372
　法人税、住民税及び事業税 965
　四半期純利益 1,407
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㈱大阪証券取引所（8697）平成21年３月期　第1四半期決算短信(非連結)

【四半期キャッシュ・フロー計算書】
当第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前四半期純利益 2,372
　減価償却費 902
　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 555
　退職給付引当金の増減額（△は減少） 1
　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 108
　役員賞与引当金の増減額（△は減少） △ 27
　受取利息及び受取配当金 △ 414
　支払利息 2
　営業債権の増減額（△は増加） △ 35
　未払費用の増減額（△は減少） 11
　未払消費税等の増減額（△は減少） △ 75
　その他 387
  小計 2,461
　利息及び配当金の受取額 295
　利息の支払額 △ 10
　法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △ 2,891
　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 144
投資活動によるキャッシュ・フロー

　定期預金の預入による支出 △ 3,500
　定期預金の払戻による収入 1,530
　有価証券の取得による支出 △ 2,498
　有価証券の償還による収入 1,500
　有形固定資産の取得による支出 △ 105
　無形固定資産の取得による支出 △ 754
　貸付金の回収による収入 1
　その他 △ 20
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,846
財務活動によるキャッシュ・フロー

　配当金の支払額 △ 1,222
　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,222

現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） △ 5,213

現金及び現金同等物の期首残高 15,506

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,293
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 ㈱大阪証券取引所（8697）平成21年３月期 第1四半期決算短信(非連結) 

― 8 ― 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

当第１四半期会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

 

注記事項 

(四半期貸借対照表関係) 

 

当第１四半期会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前事業年度末 
(平成20年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 3,809百万円

 

※２ 取引証拠金特定資産等 

   当社では、約定時から決済時までにおける清算参

加者の債務不履行により被るリスクを担保するた

め、各清算参加者から取引証拠金等の預託を受けて

おります。これらについて、当社の規則上他の資産

と区分して管理されているため、貸借対照表上、そ

の目的ごとに区分して表示しております。 

  

３ 担保受入金融資産の時価評価額 

   貸借対照表に計上していない代用有価証券の時価

評価額は以下のとおりであります。 

取引証拠金代用有価証券 419,107百万円

信認金代用有価証券 361百万円

清算預託金代用有価証券 43,165百万円

   上記代用有価証券は、有価証券の売買等の契約不

履行の発生時等において処分権を有するものであり

ます。 

 

 ４ 偶発債務 

   株式会社日本証券クリアリング機構(以下、「ク

リアリング機構」という。)他６社と締結した「損

失補償契約書」に基づき、現物取引の清算業務に関

し、クリアリング機構の清算参加者による損失補償

対象債務の不履行、または不履行の恐れが生じたこ

とに起因して、クリアリング機構に生じた損失に対

して、他の損失補償人と連帯して、平成14年９月30

日現在におけるそれぞれの違約損失準備金相当額を

限度として、上記不履行の発生した時点またはクリ

アリング機構が債務不履行の恐れがあると認定を行

った時点におけるクリアリング機構への出資比率に

応じて、当該損失を補償することとなっておりま

す。 

   なお、当社の損失補償限度額は、2,569百万円で

あります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 3,615百万円

 

※２ 取引証拠金特定資産等 

同左 

 

 

 

 

 

 

 ３ 担保受入金融資産の時価評価額 

   貸借対照表に計上していない代用有価証券の時価

評価額は以下のとおりであります。 

取引証拠金代用有価証券 461,706百万円

信認金代用有価証券 325百万円

清算預託金代用有価証券 42,918百万円

   上記代用有価証券は、有価証券の売買等の契約不

履行の発生時等において処分権を有するものであり

ます。 

  

４ 偶発債務 

同左 
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(四半期損益計算書関係) 

第１四半期累計期間 

 

当第１四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

※１販売費及び一般管理費 

   販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に

属する費用であります。 

減価償却費 902百万円

給与手当及び賞与 368百万円

機器・情報提供費 250百万円

業務委託費 224百万円

修繕費 253百万円

賞与引当金繰入額 31百万円

役員賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

14百万円

3百万円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当第１四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 17,892百万円

預金期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△7,599百万円

現金及び現金同等物 10,293百万円
  

 

(株主資本等関係) 

当第１四半期会計(累計)期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 270,000

 

 

２ 自己株式に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
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４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成20年６月20日 
定時株主総会 

普通株式 繰越利益剰余金 1,350 5,000 平成20年３月31日 平成20年６月23日

 

 (2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期会計期間の末日後となるもの  

   該当事項はありません。 

 

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

(リース取引関係) 

該当事項はありません。 

 

(有価証券関係) 

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

はありません。 

 

(デリバティブ取引関係) 

当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

 

(持分法損益等) 

当第１四半期累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

 

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 

当第１四半期会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前事業年度末 
(平成20年３月31日) 

150,095円46銭 149,654円65銭 

(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎 

項目 
当第１四半期会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前事業年度末 
(平成20年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円)                           40,525                           40,406

普通株式に係る純資産額(百万円) 40,525                           40,406

差額の主な内訳(百万円) ―                               ―

普通株式の発行済株式数 (株) 270,000 270,000

普通株式の自己株式数 (株) ―                               ―

１株当たり純資産額の算定に 

用いられた普通株式の数 (株) 
             270,000 270,000

 

 

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

 

当第１四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

１株当たり四半期純利益 5,213円29銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円
 
(注) １. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２. １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 

項目 
当第１四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

四半期損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,407

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,407

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) ―

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 270,000

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

 



㈱大阪証券取引所(8697)平成21年3月期　第1四半期決算短信(非連結)

（単位：百万円、％） 

前四半期 当四半期

(平成20年３月期(平成21年３月期

第１四半期) 第１四半期)

金　額 金　額 金　額 増減率

参  加  者  料  金 2,533 2,815 281 11.1

上  場  賦  課  金 391 273 △ 118 △ 30.3

機器・情報提供料 1,141 1,251 109 9.6

そ       の       他 45 95 49 110.4

4,112 4,434 322 7.8

人     　件　     費 527 531 4 0.8

施       設       費 333 346 13 4.2

運 　    営　     費 713 761 48 6.8

減  価  償  却  費 725 902 176 24.4

2,299 2,543 243 10.6

1,812 1,891 78 4.3

受    取    利    息 229 371 141 61.9

受  取  配  当  金 45 43 △ 1 △ 3.7

そ       の       他 1 14 12 869.8

275 428 152 55.4

支    払   利   息 0 2 2 497.9

そ       の       他 0 0 0 185.3

0 3 3 369.6

2,087 2,316 228 10.9

特    別    利   益 - 56 56 - 

特    別    損   失 - - - - 

2,087 2,372 284 13.6

850 965 115 13.5

1,237 1,407 169 13.7

※ 平成21年３月期の四半期財務諸表は，「四半期財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第63号）に基づいて作成しております。また、平成20年３月期の四半期財務諸表は、改正後の「中間財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。）に準じて作成しております。

「参考資料」

四　半　期　損　益　計　算　書

税引前四半期純利益

税金費用

四半期純利益

経常利益

営業利益

営業外費用

営業収益

増　　減
科　目

注
記

販売費及び一般管理費

営業外収益

－ 12 －
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(単位：百万円)

前年同四半期 当四半期

(平成20年３月期 (平成21年３月期

第１四半期) 第１四半期)

区分 金　　　　　　額 金　　　　　　額

Ⅰ営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

税引前四半期純利益 2,087 2,372
減価償却費 725 902
貸倒引当金の減少額 - △ 555
退職給付引当金の増加額 18 1
賞与引当金の減少額 △ 98 △ 108
役員賞与引当金の減少額 △ 28 △ 27
受取利息及び受取配当金 △ 274 △ 414
支払利息 0 2
営業未収入金の増加額 △ 20 △ 35
未払費用の増加額 76 11
未払消費税の減少額 △ 123 △ 75
その他 △ 309 387

小計 2,054 2,461

利息及び配当金の受取額 159 295
利息の支払額 △ 0 △ 10
法人税等の支払額 △ 855 △ 2,891

　　営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 1,358 △ 144

Ⅱ投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

定期預金の預入による支出 △ 2,060 △ 3,500
定期預金の払戻による収入 1,500 1,530
有価証券の取得による支出 △ 497 △ 2,498
有価証券の償還による収入 1,000 1,500
有形固定資産の取得による支出 △ 198 △ 105
無形固定資産の取得による支出 △ 373 △ 754
投資有価証券の取得による支出 △ 499 - 
貸付金の回収による収入 1 1
その他 - △ 20

　　投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △ 1,127 △ 3,846

Ⅲ財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

配当金の支払額 △ 1,057 △ 1,222
長期借入金の返済による支出 △ 0 - 

　　財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △ 1,058 △ 1,222

Ⅳ現金及び現金同等物の減少額 △ 826 △ 5,213

Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高 9,050 15,506

Ⅵ現金及び現金同等物の四半期末残高 8,223 10,293

※ 平成21年３月期の四半期財務諸表は，「四半期財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第63号）に基づいて作成しております。また、平成20年３月期の四半期財務諸表は、改正後の「中間財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。）に準じて作成しております。

四半期キャッシュ・フロー計算書
「参考資料」

－ 13－




